
提言型政策仕分け（情報通信）への対応について 

１．700/900MHz帯への割当て 
  ① 昨年5月の改正電波法に基づき、割当てを実施 
  ② 移行費用の透明性確保、新規参入者の公平性の確保に係る事項を割当方針（開設指針）に追加し、手続きを 
    改善し、申請受付を開始（平成23年12月14日）（→ 参考１） 
  ③ 今後、申請概要、客観的指標やその評価根拠の公表など透明性を図りつつ、割当事業者を決定（→ 参考２） 
  ④ （財）移動無線センターに関して、透明性を確保した運営や体制の刷新など抜本的な見直しを実施 
 

２．周波数オークションの早期導入 
  ① 「周波数オークションに関する懇談会」報告書（注１）取りまとめ（平成23年12月19日） 
     （注１）700/900MHz帯を含む様々な周波数帯について、中長期的なオークションの適用可能性を検討 
  ② 電波法改正案を次期通常国会に提出（平成24年3月） 
  ③ オークション収入は一般財源化する方向で検討（周波数移行経費等オークション実施に係る費用を使途に含む） 
  ④ 対象周波数帯の拡大（第４世代携帯電話の他、3.9世代携帯電話用周波数帯を検討） 
  ⑤ オークションの可能な限り早期の実施（平成25年中頃を目途） 
 

３．電波行政全般のあり方 
  ① 新たな周波数の有効利用手法である「ホワイトスペースシステム」の制度整備、実用化を推進 
  ② 無線局の目的・用途区分の簡素化（平成23年度中に結論） 
  ③ 国民により理解を得られるよう情報発信の充実（電波利用統計等） 

４．電波利用料の使途拡大 
  ① 平成24年初頭に電波利用料の使途（注２）のあり方についてオープンな検討の場を設け、見直しを検討。 
    その結果を平成25年度の予算編成に反映 
     （注２）防災通信などの公共無線システムの整備、電波に関する基礎研究等 
  ② 支出の効率化についても併せて検討 

Ⅰ． 電波行政のあり方 

Ⅱ． 電波利用料の活用 





９００ＭＨｚ帯開設指針案の修正内容 

 意見募集の結果及び提言型政策仕分けの提言を踏まえ、開設指針案の規定を以下のとおり修正 

修正内容 開設指針案（意見募集時）の概要 

周波数移行の透明性確保のため、以下の事項を明記 

① 申請者は、認定までの間、対象免許人等及び製造業者等
と、終了促進措置に関する費用の負担に関する協議、調
整等を一切行わないこと 

② 認定から一月以内に、問合せに対応するための窓口を設
置 

③ 周波数移行の実施手順の通知内容を、インターネット等
により公表すること 

④ 周波数移行に要する費用の負担の公正が確保されるよう
十分に配意し、MCA制御局の免許人等は、周波数移行の
実施に関する協議に関与したことに対して認定開設者及
び移行対象免許人等から対価を受けてはならないこと 

⑤ 協議による合意内容を、書面又は電磁的記録で確認し、
認定の有効期間中保管し、総務大臣の求めに応じて速や
かにその写しを提出すること 

新規参入者も公平に審査することができるよう、審査事項に、
割り当てている周波数帯の有無を含むことを明記 

○ １５ＭＨｚ幅×２を１者に割当て 

○ 改正電波法に基づき、周波数移行を、当該周波数を新たに利用する認定開設者による費用負担
（新設機器代金・工事費用等）で実施（認定開設者に以下の義務） 

① 認定から一月以内に、問合せに対応するための窓口を設置 

② 認定から六月以内に、周波数移行の実施概要の周知開始と、実施手順の通知 

③ ②の実施前に、RFID製造業者等及びMCA制御局の免許人と協議  

④ RFIDの無線局及びMCA端末局の免許人等との間で、周波数移行のために行う措置の内容・
時期及び費用負担の範囲・方法・時期等を協議 

⑤ ③と同時に、MCA制御局の免許人との間で、④と同様の内容及び旧周波数におけるMCA
サービスの終了時期について協議 

⑥ ④・⑤の協議による合意内容を、書面又は電磁的記録で確認し、認定の有効期間中保管 

⑦ ④・⑤の協議の申し入れがあった場合は、遅滞なく協議を開始 

○ 認定開設者は、四半期ごとに、開設計画に基づく事業の進捗及び周波数移行の実施状況を示す
書類を総務大臣に提出し、周波数移行の実施状況の概要をインターネット等により公表 

○ 割当ての審査は、絶対審査基準（申請者において最低限満たすべき基準）と次の競願時審査基
準により実施 

（１）周波数移行に係る費用（上限2,100億円）を最も多く負担可能な者 

（２）3.9世代携帯電話の人口カバー率（2018年度末時点）が最も大きい者 

（３）次の各項目に対し、総合的に最も適合している者 

－周波数移行を実施するため、移行対象者との迅速な合意形成を図るための具体的な対策及
び円滑な実施を図るための具体的な体制の整備に関する計画がより充実していること 

－他の電気通信事業者等多数の者に対する基地局の利用を促進するための具体的な計画が
より充実していること 

－割り当ててている周波数帯の差違及び周波数の逼迫状況を勘案して、基地局を開設して電
気通信事業を行うことが、電気通信事業の健全な発達と円滑な運営により寄与すること 

○ 700MHz帯の割当てでは、900MHz帯を割当てられた者を劣後させる 

周波数移行の実施状況を適切に把握・公表するため、以下
の事項を明記 

○ 認定開設者は、四半期ごとに、周波数移行を実施した無
線局数・その費用等の実施状況を示す書類を総務大臣に
提出 

○ 総務大臣は、当該書類について、適切に実施されている
ことを確認し、インターネット等で公表 

基地局の利用促進の方法として、卸電気通信役務の提供・
電気通信設備の接続（MVNO）が含まれていることを明記 

参考１ 



割当てにおける透明化 

 割当てについては、申請概要、客観的指標やその評価根拠の公表など、透明化を図りつつ、割当事業
者を決定。 

（参考）平成１９年１２月に実施したＢＷＡシステム（広帯域移動無線アクセスシステム）の事業者の審査結果 

参考２ 

 
開設指針の規定(比較審査基準) Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

１－１ より広範な地域においてより早期に電

気通信役務を提供するための特定基地局を配

置する計画を有していること 

Ｂ＋ Ｂ Ａ Ｂ－ 

１－２ 開設計画に従って円滑に特定基地局を

整備するための能力がより充実していること 
Ｂ＋ Ｂ Ａ Ｂ 

１－３ 電気通信設備の設置及び運用を円滑

に行うための技術的能力がより充実しているこ

と 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

１－４ 特定基地局の運用による電気通信事

業を確実に開始し、かつ、継続的に運営するた

めに必要な財務的基礎がより充実  している

こと 

Ａ Ｂ Ｂ＋ Ｂ 

１－５ 電気通信設備の保守及び管理体制並

びに障害時の対応体制がより充実して いるこ

と 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

１－６ 電波法、電気通信事業法その他の関

係法令を遵守するとともに利用者の利益を確

保して適切な方法により業務を行う体制がより

充実していること 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

２－１ 既設の無線局等の運用又は電波の監

視を阻害する混信を防止するためのより優れ

た技術を導入すること 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

２－２ 既設の無線局等の運用又は電波の監

視を阻害する混信を防止するための対策がよ

り充実していること 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

２－３ 小セル化及び空間多重技術の導入に

よる収容効率の向上に資する技術その他の電

波の能率的な利用を確保するための より優

れた技術の開発及び導入をする計画を有して

いること 

Ａ Ｂ Ａ Ｂ 

３－１ 本開設指針に基づく開設計画の認定を

受けていない電気通信事業者による無線設備

の利用を促進するためのより具体的な計画を

有していること 

Ｂ＋ Ａ Ｂ Ｂ 

３－２ １のほか、特定基地局を開設して  電

気通信事業を行うことが、電気通信事業の健

全な発達と円滑な運営により寄与すること。 

Ｂ－ Ｂ Ｂ＋ Ａ 

比較審査結果     

Ａ ２ １ ３ １ 

Ｂ＋ ３ ０ ２ ０ 

Ｂ ５ １０ ６ ９ 

Ｂ－ １ ０ ０ １ 

Ｃ ０ ０ ０ ０ 

（参考）Ａ＝２、Ｂ＋＝１、Ｂ＝０、Ｂ－＝－１、
Ｃ＝－２とした場合の点数 ６点 ２点 ８点 １点 

＜凡例＞
Ａ 他社に比べて優位であると認められる。
Ｂ＋ 他社に比べて差を有する点が認められる。
Ｂ 他社と同等と認められる。
Ｂ－ 他社に比べて差を有する点が認められる。
Ｃ 他社に比べて劣位であると認められる。
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